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 はじめに
1990年代，ソ連邦の崩壊，市場経済化の進展とと
もに，アジア諸国の去就が，世界的な関心を集めてき
た。1997年には，アジア通貨危機に遭遇することに
なるが，その後も，アジア新興国の躍進は基本的に持
続しており，BRICsや VISTAとして総括されている
国々の中核的位置を占めている。アジア新興国は，21
世紀に突入しても，高度な経済成長を持続しているの
である。また，ASEAN諸国においても FTA（自由貿
易協定）や EPA（経済連携協定）が，多様に締結さ
れ，アジア共同体の構築さえ課題とされている。た
だ，アジア諸国における日本の受容は短絡的なもので
はない。そして，21世紀において，日本とアジア諸
国とが，どのような関係を構築できるかは，日本の未
来に重大な影響を与えることになる。日本は，東南ア
ジア諸国とどのような 21世紀を構築していくのかを
本格的に模索せねばならない局面に直面している。ア
ジア的規模での政治的安定や繁栄プロセスを共有しな
がらの，経済的関係の再構築が必要である。それゆ
え，東南アジア諸国の実態の的確な分析が課題となっ
ている。激動するアジアの現代的で革新的な産業，企
業研究が待望されている。
ただ，現代的でリアルなアジアの産業研究とされる
が，東南アジアには，先進工業国と位置付けられる日
本があり，アジア NIESとされた韓国，台湾，シンガ
ポール等が続き，中国や ASEAN諸国が存在してお
り，政治的にも，工業化，所得水準といった点でも多
様で，複雑である。多様な国々が存在しているという
だけでなく，相互の政治的，経済的関連，リンケージ
が，錯綜して変化している。アジア的規模の繁栄を指
向し，アジアにおける日本の受容の方途の模索と多様
な東南アジアの産業展開についての動態分析が待たれ
ている。
本稿では，特に，躍進著しいベトナムに焦点を当て
たいと思う。ベトナムは，持続的経済成長を達成し，
関連して，貿易の拡大，外国資本の受入，民営企業の
台頭が顕著である。FTA（自由貿易協定）や EPA
（経済連携協定）を積極的に締結し，2006年には，＊ 専修大学商学部教授
1ベトナムの産業発展と企業改革
WTOへの加盟を実現している。日本との関係という
点でも，貿易はもちろん，ベトナムへの日本の直接投
資の実行額は，同国でここ数年第一位の座を占めてい
る。日本の直接投資の中国からベトナムへのシフトが
指摘されている。ベトナムが，日本にとって，魅力あ
る生産拠点，市場，また，資源の供給国であることは
明確である。本稿は，21世紀に入り，市場経済化を
進めつつ，急成長を遂げているベトナム産業及び企業
動向の分析を試みるものである。ベトナム経済は，21
世紀に突入し，大きな画期に直面しているようであ
る。具体的に，21世紀において，ベトナムは，WTO
に加盟し，ブローバリゼイションに対峙し，農業の発
展と工業国化，生産性向上を目指した産業発展をとげ
ようとしている。こうしたベトナムの産業発展の推
移，また，貿易と直接投資といった面でどのような状
態にあるかを統計等にもとづいて確認することにした
い。
 ベトナム経済の躍進
1．持続的経済成長
ベトナムは，第二次世界大戦前，1940年までは，
フランスの植民地であった。その後，日本に占領され
ていたが，1945年には，ベトナム民主共和国が成立
している。だが，それ以降も，第一次インドシナ戦争
等を経験しており，1954年のジュネーブ協定によ
り，フランスから独立している。1965年には，アメ
リカの直接介入によりベトナム戦争が勃発することに
なる。1973年にはパリ協定が結ばれ，日越が国交を
樹立している。1975年には，サイゴンが陥落し，ベ
トナム戦争が終結している。翌 76年には，国名がベ
トナム社会主義共和国となる。戦後のベトナムの歴史
は劇的であったが，特に，1980年代，ベトナム産業
に画期的な影響を与えたのは，1986年のドイモイ
（刷新）政策の開始である。ドイモイ（刷新）政策は，
①社会主義路線の見直し，長時間をかけた変革，②市
場経済の導入，国有，民営以外の資本主義的経営の認
可，③産業政策の転換，軍需・重工業中心から，農・
軽工業の重視への転換，④国際化の推進，世界平和へ
の貢献等を課題としていた。だが，1990年代初頭に
は，非効率な国有企業が乱立状態にあった。ベルリン
の壁が崩壊した 1989年には，78年来のポルポト政権
との交戦を停止し，カンボジアから撤退している。そ
れでも，当時，ソ連邦の解体，コメコン経済圏の崩壊
により，交易関係等は，危機的状況に陥っていた。
この危機的状況は，一層のドイモイ政策の追求によ
り回避され，ベトナム経済は，大きく躍進することに
なる。1994年には米国対越経済制裁解除があり，
1995年には，ASEANに，1998年には APECに加盟
している。特に，2000年の米越通商協定の調印（01
発効）は，ベトナムの対米輸出を拡大させている。
2003年には日越投資協定の調印（04発効）があっ
た。さらに，2006年には，APEC首脳会議を成功さ
せ，WTOへの加盟を実現している。すなわち，ドイ
図表 1 産業別国内総生産の推移 （単位：10億ドン，％）
1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年
DGP 186,499 203,919 231,264 244,596 256,272 273,666 292,535 313,247 336,242 362,435 392,989
100.0 109.3 113.4 105.8 104.8 106.8 106.9 107.1 107.3 107.8 108.4
100.0 109.3 124.0 131.2 137.4 146.7 156.9 168.0 180.3 194.3 210.7
農林水産 51,282 53,539 55,895 57,866 60,895 63,717 65,618 68,352 70,827 73,917 76,905
27.5 26.3 24.2 23.7 23.8 23.3 22.4 21.8 21.1 20.4 19.6
鉱業 10,760 11,553 13,304 15,173 17,200 18,430 19,185 19,396 20,611 22,437 22,643
5.8 5.7 5.8 6.2 6.7 6.7 6.6 6.2 6.1 6.2 5.8
製造業 29,187 33,976 38,743 42,694 46,105 51,492 57,335 63,983 71,363 79,116 89,514
15.6 16.7 16.8 17.5 18.0 18.8 19.6 20.4 21.2 21.8 22.8
建設 17,147 19,471 23,427 23,897 24,742 26,991 30,466 33,747 37,425 41,068 45,651
9.2 9.5 10.1 9.8 9.7 9.9 10.4 10.8 11.1 11.4 11.6
サービス 78,123 85,380 99,895 104,966 107,330 113,036 119,931 127,769 136,016 145,538 158,276
41.9 41.8 43.1 42.8 41.8 41.3 41.0 40.8 40.5 40.2 40.2
出所：Vietnam General Statistics Office Statistical Yearbook, 2004, Statistical publishing House 2005．
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モイ（刷新）政策を契機に市場経済を導入し，対外開
放を試み，積極的な外国資本の誘致を推進し，農業を
中心としたベトナム経済を大きく変革してきている。
ただ，ベトナム産業が，工業化の兆しを明示化し，積
極的な展開を見せるのは，21世紀に突入してからで
ある。堅調な成長を続けるベトナム産業の動向を以下
において具体的に確認しておきたい1）。
図表 1他の諸統計から，ベトナム経済が，1900年
代から 21世紀にかけて，持続的な経済成長を達成し
ている様子が確認できる。
まず，図表 1に示しているように，過去 10年間，
ベトナムは，年約 7％程度の持続的な成長を続けてき
ている。アジア通貨危機に一部影響を受けたものの，
立ち直り，著しい躍進を遂げてきている。相対的地位
を変化しながらも，どの産業も生産額を拡大してきて
いる。対 GDPで最大ウエイトは，サービス業が占め
ており，商業，運輸，郵便，観光事業分野の役割が大
きい。
また，図表 2に示しているように，人口も増大し，
経済成長とともに，GDPは当然，図表 3のように 1人
当り GDPも，徐々に上昇している。ただ，2006年で
も，まだ，720ドル程度で，1，000ドルには到達してい
ない。いわゆる大衆消費市場の拡大は，これからの現
象ということになる。富裕層の層の厚さや近代的な労
働関係がどの程度確立しているかは，不明確である。
2．産業構造の変容
ベトナム経済は，著しい躍進を続けており，21世
紀，持続的経済成長の中で産業構造が徐々に変質して
いる。というより，ベトナムにとって，工業化の推進
は，不可避的な課題である。コメコン計画経済下で
は，局部的な軍需・重工業が先行しており，ドイモイ
政策では，当初，軽工業を優先せざるをえなかった
が，現在では，一層の工業化を指向する努力が試みら
れている。1996年に，共産党大会で「2020年までに
工業国入りを目指す」という政策課題が発表されてお
り，同年は「新しい発展の段階，工業化・近代化を推
進する段階へとベトナムを変えていくための転換点」
として位置付けられている。
そして，2001年政治局は「国際経済統合に関する
決議」をし，越米通商協定の発効を踏まえ，また，
AFTAへの参加を意図して「工業化・近代化促進のた
めに市場を拡大し，資金・技術・管理知識を獲得す
る。」ことを目指している。貧富の格差，地域間格差
の縮小，是正を課題とし，特に，食品加工業，消費物
資・輸出品製造，電気・情報技術等の発展を課題とす
る産業政策を掲げている。そして，同年，「開発 5カ
年計画」，「開発 10カ年計画」において，産業構造改
革，対外経済開放，人的資本開発，貧困解消等を重点
課題とし，「マルチ・セクター経済」の発展を内容と
する工業化を目標にしている。他方，2000年に政府
図表 2 人口 （単位：千人）
1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年
71,996 73,157 74,307 75,456 76,597 77,635 78,686 79,727 80,902 82,032 83,120
出所：Vietnam General Statistics Office Statistical Yearbook ,2004, Statistical publishing House 2005．
図表 3 1人当りGDP
1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年
＄372 ＄399 ＄413 ＄437 ＄480 ＄550 ＄700
出所：Vietnam General Statistics Office Statistical Yearbook, 2004, Statistical publishing House 2005.
図表 4 失業率 （％）
2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年
6.42 6.28 6.01 5.78 5.60 5.31
出所：Vietnam General Statistics Office Statistical Yearbook, 2004, Statistical publishing House 2005.
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は，「知識経済」への転換政略を打ち出し，情報産業
の振興に本格的に取組む姿勢を示している。「科学技
術法」が改正され，情報産業振興，情報産業への外資
導入，さらに，知的財産権の保護への対応を明確にし
ている。ホーチミン市郊外にソフトウエア工業団地を
建設，インフラ整備や法人税の優遇措置による情報産
業支援策を打ち出している。
だが，こうした諸施策にもかかわらず，重化学工業
化が躍進するというようなことにはなっていない。も
ちろん，持続的な経済成長の中で，重化学工業製品の
生産拡大が，確実に進行しているのは事実である。そ
れでも，2000年段階の工作機械や自動車組立といっ
た分野の生産能力は，非常に限定されたものであり，
2005年でも，工作機械の生産は 2，600台，自動車組
立，6万 5千台といった状態である。主要機械は，輸
入に依存しているのである。ただ，バイク組立では，
2005年に約 180万台レベルにある。他方，衣類，履
物等軽工業製品の生産は拡大しており，軽工業が基軸
となった工業化が進行している。すなわち，繊維，履
物等軽工業が中心となった工業化に留まっており，軽
工業製品や一次産品を輸出し，機械を輸入し，工業分
野の直接投資を受け入れ，経済発展を実現している。
3．農業の近代化
食糧生産の拡大は，ドイモイ政策の重要な課題で
あった。1989年からは，食糧取引が自由化されてお
り，農業の集団化は実質的に崩壊することになるが，
個人農の台頭により，米の生産は拡大し，輸出される
までになっている。図表 1に示されているように，農
業は，相対的地位を低下しているが，絶対額を伸ばし
ているのである。「2020年までに工業国入りを目指
す」（1996）としてきたが，図表 5のように，労働人
口の構成比等からして，ベトナムは，基本的に農業国
である。農林・水産・鉱業で GDP比 3割近くを占
め，農林・水産業の労働力比は，6割近くを占めてい
る。ただ，農業は生産を拡大してはいるものの，農林
水産に鉱業を加えた GDP比は，2001年に 30％を割
り込み，2004年には，26．6％となっている。そし
て，2003年来，製造業が農林水産業の割合を上回っ
ている。また，2004年来，農林水産業の労働力比
は，50％台に落ちている。絶対額を伸ばしているも
のの，農業は，急速に，相対的地位を低下している。
それだけに，ベトナムにおいては，農業の近代化が重
要課題とされている
1997年，タイビン省はじめ各地で農民の抗議行動
等があり，農業政策はスムーズに推移してきたわけで
はない。それでも，2001年政治局は，「農業・農村の
工業化・近代化に貢献する科学技術の研究，運用に関
する指示」を出している。2001年は，米生産中心の
ベトナム農業の転換点になっている。国際的な米価格
の低迷に見舞われたこともあり，ベトナムは，生産拡
大奨励から生産効率と品質向上へと政策を転換してい
る。
そして，2002年中央委員会総会において「2001年
図表 6 貿易収支 （単位：100 万ドル）
2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年
輸出額 14,482.7 15,029.2 16,706.1 20,149.3 26,485.0 32,441.9
輸入額 15,636.5 16,217.9 19,745.6 25,255.8 31,968.8 36,978.0
貿易赤字 1,153.8 1,188.7 3,039.5 5,106.5 5,483.8 4,536.1
出所：Vietnam General Statistics Office Statistical Yearbook, 2004, Statistical publishing House 2005．
図表 5 労働人口 （単位：千人，構成比％）
2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年
労働人口 37609.6 38562.7 39507.7 40573.8 41586.3 42709.1
農林水産 65.1 63.4 61.9 60.3 58.8 56.8
工業 10.3 11.0 11.6 12.3 12.7 12.9
建設 2.8 3.3 3.9 4.2 4.6 5.0
サービス 21.8 22.3 22.6 23.2 23.9 25.3
出所：Vietnam General Statistics Office Statistical Yearbook, 2004, Statistical publishing House 2005．
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～2010年の農業・農村工業化・近代化の迅速な推進
に関する決議」を採択し，生産と流通の工業化，近代
化により，一層生産性の高い農業への転換を意図した
政策を追求することになる。そして，2002年，国家
銀行が農業合作社の抱える 1996年末以前の負債の免
除を決定し，1997年に始まった農業合作社改革を加
速する環境整備を進め，「集団経済の継続的刷新・奨
励・効率向上」を意図する農業合作社の発展と効率化
を促す決議をしている。2002年後半以降，政府は，
農産物輸出企業への奨励金等輸出振興政策を積極的に
打ち出している。同年農家への委託契約による農業生
産を奨励する首相決議 80号を発令し，高品質の農産
物の生産を促進，輸出業者や卸売業者が効率的に流通
ルートを活用できる制度を模索している。21世紀に
おいても農業の近代化を目標とし，農業の機械化，農
産物の高付加価値製品への転用，農業隣接工業の育成
等を追求している。
こうした諸施策によって，かろうじて，農業は，生
産額の拡大を維持している。それにしても，農業を中
心に，農業から工業へ，軽工業から重工業，ハイテク
へと重点をシフトさせながら，成長を持続している。
漸次的な工業化，産業構造の転換が進行している。
 貿易の動向
ベトナムの持続的経済成長は，とりわけ，輸出拡
大，外国からの直接投資の受入，市場経済化といった
3要因により支えられていると考えられる。つまり，
ベトナムは，一次産品の生産と輸出を拡大し，工業分
野・工業製品については輸入と対内直接投資に期待す
るといった産業発展のメカニズムの下で，国内市場を
拡大しながら，持続的な成長を実現しているのであ
る。指摘してきたように，21世紀に突入して，ベト
ナムの経済と産業は，大きな変化の兆しを見せている
が，2005年の輸出額の約 324億ドルは，2001年の倍
額以上になっており，GDPの約 50％を占める輸出拡
大が注目される。
ベトナムは，輸出拡大を意図して，国際的，国内的
な制度改革を進めている。第一に，21世紀に入り，
貿易に関する国際的な環境が急速に整備されてきてい
ることがある。2001年の越米通商協定の発効によ
り，2002年後半より，アメリカの輸入関税が 40％か
ら 3％に引き下げられている。米越交易関係の改善
が，ベトナムの輸出拡大に果たした影響は大きく，
2003年から，ベトナムの最大の輸出相手国はアメリ
カとなり，輸出拡大に貢献している。そして，ベトナ
ムは，WTOへの加盟を指向し，2003年にアメリカと
繊維・衣料協定，航空協定に調印し，繊維・衣料品
38品目に対し輸出限度額の取り決めをしている。航
空協定により，アメリカとの間で，旅客機，貨物機の
直行便が就航している。他方，中国のWTO加盟が，
ベトナム製品の中国参入を容易にするという局面も認
められる。日本もアメリカに続く，ベトナムの主要輸
出対象国となっている。
第二に，政府は，積極的な輸出振興政策を実施して
きている。政府は，貿易自由化を指向し，様々な施策
を展開している。2000年，食糧安全保障を意識して
規制されていたコメ，化学肥料の輸出入事業への参入
を自由にしている。また，商業省が，AFTA域内にお
けるガソリンと砂糖を除くすべての品目の非関税障壁
の撤廃を表明している。同年，輸出入品目に課する関
税率，手数料，関税活動等を「民法」，「企業法」，「外
図表 7 輸出動向 （単位：100 万ドル）
2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年
14,483 15,029 16,706 20,176 26,503 32,441
主要輸出相手国（上位 5カ国）
EU EU EU USA USA USA
ASEAN ASEAN USA EU 日本 日本
日本 日本 日本 ASEAN 中国 EU
中国 中国 ASEAN 日本 EU 中国
オーストラリア USA 中国 中国 ASEAN オーストラリア
出所：アジア経済研究所『アジア動向年報』各年版：輸出額が図表 6と異なっている。
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国投資法」などと調整，体系化するための「関税法」
が，国会で可決されている。肥料と農薬の輸入関税引
き下げ，輸出関税・輸出手数料の免除，ビジネス契約
手続の簡素化等輸出促進措置を実施している。輸出品
を生産・加工する企業に対して輸出支援優遇融資拡大
を試みる他，2002年後半以降，輸出品への付加価値
税の免除，輸出支援金融，農産物輸出企業への奨励金
等積極的な輸出振興策を打ち出している。
輸出の急拡大にも関わらず，ベトナムの貿易収支は
赤字である。ちなみに，2006年の輸出額約 398億ド
ル，輸入額 449約億ドルで，貿易赤字が約 51億ドル
となっている。
主要輸出品目は，原油，衣料製品，履物類，水産
物，木工製品，電子機器，米等である2）。原油，衣料
製品，履物類，水産物で，2005年段階で，全体の約
53％を占めている。また，主要輸入品目は，機械・
設備・部品等，石油製品，鉄鋼，繊維等，電子機器で
あり，機械・設備・部品等，石油製品，鉄鋼，繊維等
で，2005年には，全体の約 41％を占めている。ベト
ナムは，一次産品，軽工業品を輸出し，工業製品を輸
入し，結果的に貿易赤字となっているのである。ベト
ナムの輸出品は，国際価格に左右されやすい一次産
品，軽工業品中心で，低品質で，国際競争力を有して
いない。米国向け輸出が拡大しているが，2005年の
輸出額の過半が繊維・縫製品である。一次産品を輸出
し，機械類を輸入するという構図のほか，原油を輸出
して，付加価値の高い石油製品を輸入している。当
然，工業化促進が課題となっている。また，電子部品
が 2004年より急増しているが，ベトナム貿易におい
て，外資系のシェアは，輸出 57．5％（輸出加工型）
で，輸入は 37．15％となっている。
一方，多様な交易問題を引き起こしてきている。た
とえば，2002年には，国内部品産業の保護育成を狙
い，バイク部品の輸入制限を前年の 250万台から，
150万台に削減する数量制限措置を実施している。輸
入割当のうち 90万台を地場企業に 60万台を外資企業
に割当てると発表している。2002年前半に生産を伸
ばしていた日系 2社と台湾系 1社が輸入部品不足とな
り，操業中止に追い込まれることになる。外資の要請
を受け，その後，外資 5社に 18万 5000台分の部品輸
入割当てが追加され，3社の生産が再開されたが，
WTOへの参加を指向しつつも，2003年からも輸入規
制が，数量，関税両面から検討されている。
2006年以降，WTOに参加し，ベトナムは，新しい
次元の交易関係を構築することになり，積極外交を展
開しているが，国内の産業の高度化と輸出拡大の実現
のためには，困難な選択を迫られそうである。すで
に，日中韓の強固なハイテク国際分業連携の形成が具
体化している状態に，ベトナムが，貿易と直接投資で
どのような存立基盤を構築しうるのかは，重大な関心
事である。
 ベトナムへの直接投資
ベトナムの貿易動向に影響を与え，また，産業発展
を大きく左右する要因に対内直接投資がある。特に，
いまだ，農業（農水鉱）生産額が 3割近くを占め，農
業従事者が全従業者の過半を上回るベトナムにあって
外国資本の貢献は不可欠であり，外国からの援助，借
款はもちろん，対内直接投資に依存した経済発展を指
向し，過度な期待さえ寄せている。90年代には，急
激なインフレ収束後，投資環境を整備し，対内直接投
資を増大させている。
1．外国資本受入制度の整備
1988年，ベトナムは，「外国投資法」（87年採択）
を制定し，外資導入に対処している。最初に制定され
た「外国投資法」は，100％外国資本の投資案件をも
認め，外国資本に対して規制の少ないもので，無差別
的優遇がおこなわれていた。その後，「外国投資法」
は，90年，92年，96年に改正されている。90年改正
では，輸入代替産業等を対象に加えている。「外国投
資法」では，資本金，技術水準，輸出比率，利益水
準，立地条件等を勘案して優遇税率を決定している。
92年の改正では，優遇税率が細分化，明確化され，
政府の意向が前面に出ている。外資を受け入れるに際
して，先端技術分野，石油化学，インフラ関連，農
村，過疎地への投資誘導等を意図した国家戦略を展開
している。これ以降，ベトナムの「外国投資法」は，
重点項目を明示化し，現地の政策的意図を一層反映し
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たものに改正されることになる。そして，インフラ分
野で長期にわたる投資回収後ベトナム政府に無償で移
転する BTO方式の投資を承認している。ベトナムで
の投資手続の簡素化，短縮化は，大きな課題とされて
きたが，1994年には，申請手続の簡素化を推進すべ
く「外国直接投資プロジェクトの形成，評価，施工に
関する規則」が公布されている。1995年には対内直
接投資について審査，許可していた国家投資協力委員
会が国家計画委員会と統合し，投資計画省が発足して
いる。
1996年の「外国投資法」改正では，外資の必要な
部門・地域とそうでない部門・地域とをより明確に区
分し，税の減免等の施策により，誘導政策を実施して
いる。奨励分野としてインフラ，輸出指向生産プロ
ジェクト，農林水産物栽培・加工，環境保護・研究開
発部門，そして，山岳・僻地，経済・社会的に困難な
条件の下にある地域等があげられている。先端技術の
適応，輸出比率の高い部門・商品・サービス及び潜在
力はあるが，当面困難な状態にある地域に外資を導入
していこうとしている。技術と近代的経営についての
ノウハウを獲得し，国際市場に速やかに参入するた
め，多国籍企業との協力促進を打ち出してしているの
である。投資審査期間が 3ヶ月から 2ヶ月に短縮さ
れ，また，ベトナム・ドンでの投資が認められてい
る。ベトナムの合弁会社は，外国人が社長になれば第
一副社長にはベトナム人がなると定められており，ま
た，取締役会では全会一致を原則としていた。96年
改正では，取締役会での全会一致項目を一部削除し，
取締役会の全会一致原則が緩和されている。この間，
ベトナムでは，1988年，外国技術移転に関する法
令，89年，工業所有権の保護に関する法令，1990
年，「会社法」が制定され，積極的に法体系を整備し
ている。さらに，外資受入のための輸出加工区や工業
団地の形成が続いている。
1999年には，一部業種について，合弁企業から 100
％出資への転換が認められている。2000年の「外国
投資法」改正では，合弁会社の意思決定における全会
一致原則がさらに緩和されることになる。51％以上
の合弁パートナーには制度上，一定程度の議決権が与
えられている。また，法律上，外資企業による企業買
図表 8 対内直接投資動向（新規認可） （単位：100 万ドル）
2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 1998年～2000年
総額 2,529.1 1,557.7 1,914.3 2,222.1 4,268.4 51,017.9
軽工業 395.7 646.4 582.8 427.3 722.0 8,470.9
重工業 1,557.3 390.2 556.1 805.5 1,736.0 13,528.3
石油・ガス 0.0 45.2 17.6 11.5 20.0 1,891.2
建設 16.2 86.4 218.4 37.8 55.3 4,011.5
農林 20.6 32.8 144.0 351.0 124.7 3,466.0
ホテル・観光 10.1 168.6 136.5 209.1 37.2 2,864.3
運輸通信 231.5 20.4 19.2 34.3 648.4 2,924.2
出所：アジア経済研究所『アジア動向年報』各年版
図表 9 国・地域別動向 （単位：100 万ドル）
2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 1998年～2000年
シンガポール 271.5 42.3 60.0 123.8 164.1 7,610.7
台湾 474.3 312.4 389.6 453.4 366.9 7,769.0
日本 163.5 102.0 100.4 224.3 437.0 6,289.7
香港 67.2 179.1 119.1 198.1 407.8 3,727.9
韓国 116.4 267.3 344.4 339.6 592.3 5,337.9
仏国 407.2 6.1 5.5 6.8 24.1 2,171.2
英国 69.1 155.0 323.3 179.6 124.4 1,248.3
米国 118.0 142.7 65.8 74.9 157.2 1,455.1
中国 64.3 74.8 138.5 78.8 71.5 739.2
出所：アジア経済研究所『アジア動向年報』各年版
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収が認可されることになり，さらに，外資企業が，土
地使用権を担保に，銀行から融資を受けられるように
なっている。投資優遇策を実施し，外国人料金の是正
が行われている。
2001年より，合弁企業の外国投資部分，100％外国
投資企業を内容とする「外国投資経営」が，新たに正
式セクターとして位置付けられている。それまで，外
国企業は，経済セクターの一つである「国家資本主義
経営」（国有企業を一主体とした合弁）における国有
企業の合弁パートナーとしてのみ，正式セクターとし
て認知されてきた。100％外国投資企業をベトナムが
目指す多セクター経済の一構成要素としての正式承認
は，資金面，技術面で経済開発に対する貢献が大きい
外国企業を誘引しようとするメッセージになるとされ
ている。
さらに同年，国有企業による市場独占体制を放棄
し，更なる外資導入策を展開している。インターネッ
ト配信サービスへの民間企業，外資企業の参入が原則
的に許可されている。なお，2004年の改正「信用組
織法」では，100％外国資本による金融機関設立の許
可，外国の金融機関による在ベトナムの金融機関の株
式取得が許可されている。投資環境が改善され，外資
への対応が，オープンで体系化されたものとなってい
る。
2．軽工業から重工業へ
ベトナムへの直接投資は，ベトナム政府の政策に大
きな影響を受けている。ベトナム政府は，戦略的に，
輸出加工区，工業団地を設置して外資を導入してきて
いる。全国で，約 120の工業団地が形成されている。
図表 6に示しているように，2002年，2003年には軽
工業への直接投資が最大ウエイトを占めていたが，基
調として，重工業に重点がおかれている。また，1995
年以降，「ハイフォン野村」（1994），「ビエンホア
」，「アマタ」等工業団地建設ラッシュとされるよう
な工業団地整備が推進されており，そこに，積極的に
外資を受入れている。「アマタ」や「ハイフォン野村」
は，日系の工業団地としての特徴を有している。1997
年アジア通貨危機以降，直接投資が半減していたが，
1999年の 308件，US＄16億をボトムに反転してい
る。特に，2001年以降，対内直接投資が徐々に回復
し，落ち込んでいた重化学工業への直接投資が，2004
年以降，急増している。2005年には，件数で，北部
52件，中部 5件，南部 50件，金額で，北部 US＄294
百万，中部 US＄57百万，南部 US＄99百万となって
おり，2005年には，前年比 178％増となっている。
産業別では，重化学工業が突出しており，次いで軽工
業，建設，農林，また，運輸・通信が増大している。
国別動向では，フランスは急減し，主要投資国は韓
国，香港，台湾，日本，米国等であり，増加傾向にあ
る。シンガポール，香港，台湾はサービス業が多い。
中国は，それほど大きなウエイトを占めてはいない。
日本は，90年代，多額の投資実行後停退し，21世紀
にまた投資を増大している。日本の投資の過半は製造
業である。その他，50億ドル近い ODA援助額や国外
の 230万人からの越僑送金があり，産業発展に寄与し
ている。
3．委託生産から輸出加工型投資へ
最近になって，中国での元の切り上げ，賃金上昇，
政治的な軋轢，他方で，関税切り下げ等から日本の電
気機械工業，電子部品大手の中国集中が変容し，ベト
ナムが第二の生産拠点となりつつあるとの指摘があ
り，日系企業の進出先としてベトナムが注目されてい
る。ベトナムの政治的な安定，良質で低コストで確保
できる労働者，東西回廊，南北幹線道路網の開通によ
り，ベトナムがインドシナ半島の交通の要所となると
いった諸点が評価されている。治安が安定しており，
地政学的な要所となり，ベトナムは，東南アジアの戦
略的拠点となっている。
特に，人的資源ということに関し，ベトナムでは，
ホーチミン市では 9年，その他では，5年の義務教育
制度が確立しており，識字率は約 90％と GDPの水
準からして国際的に高い地位にあるとされている。そ
して，ベトナム民族は，勤勉で，向学心に富み，忍耐
強い民族とされている。ベトナムの 1人当り GDPは
2006年で 720ドルであり，就業者平均収入（2004）
は，都市部で VND795，000／月（約＄50），ホーチミ
ン市で VND1，103，000／月（約＄70）であった。この
ような収入，ワーカーの平均賃金は，中国の 50～70
8
％程度ということである。近年においては，熟練，も
しくは，技術者，中間管理職の確保が困難となってお
り，また，最低賃金も，徐々に，上昇している。
進出形態は，内需指向型，輸出加工型，委託加工
型，資源（一次産品）確保型と多様であるが，輸出加
工型が主流を占めている。かっては，ベトナム市場へ
の参入は，内需を指向した委託加工型を先行させてい
た。日系企業も，現地企業への委託加工を拡大させて
きた。現地の電子機器メーカは，外国資本がキットで
持ち込んだ部品を，SKD（Semi Knock Down）（現地
部材 10％未満），CKD（Complete Knock Down）（現
地部材未使用），IKD（現地部材 10％以上）といった
組立受託生産形態で対応してきた3）。外国資本は，特
に，WTO加盟前には，完成品のベトナムへの輸出は
高率関税により阻止されており，組立委託の選択を迫
られていた。日系企業は，アジアの生産拠点からキッ
ト，部品を輸入し，現地企業に生産委託をして完成品
として，国内市場に対処してきた。また，日系企業と
現地企業との合弁形態での電子機器生産も拡大してい
る。近年は，委託加工より，輸出加工区等に進出して
の輸出加工型投資が増大している。ベトナムが，グ
ローバルな視点から多国籍企業の生産拠点として位置
付けられている。インフラストラクチャーの未整備，
部品産業の未発達といった問題が存在しているが，
キャノンやインテルに代表されるような外国資本のベ
トナム進出が継続している。
 市場経済化の推進
1．ベトナム産業と非国有セクター
1980年代までのベトナム産業は，計画経済を前提
としたコメコンの一環として国有企業を中心とした軍
需に偏重した展開をしていた。ドイモイ政策の導入に
より，こうした体制が，徐々に変質している。規制緩
和・市場開放を進め，持続的な経済成長を推進してき
た。工業団地を形成し，外資を受入れ，工業製品の生
産を増加し，国内市場を拡大している。経済成長過程
で，国有から外資，非国有セクターへの旋回と弱小企
業（家内企業・民営企業）の乱立が認められる。つま
り，外資，非国有セクター等が，持続的経済成長を支
えているのである。図表 10には，工業生産高セク
ター別構成比を示した。
企業形態は，外資企業，国有企業，非国有である民
営企業，家内企業の 4類型に分かれている。2004年，
ホーチミン市では，企業数に占める家内企業の割合が
圧倒的で（30，480社／34，577社）あり，ワーカー数
では，民営企業（33％：全体 272，538人），外資企業
（30％），家内企業（20％）の順となっている。また，
繊維・縫製（29．7％）と革・バッグ・履物（21．6％）
業の従業者が，ワーカーの半数を上回っている4）。
工業生産高の内訳では，表示しているように，1995
年に過半を占めていた国有セクターが，2000年に
は，42％に，2005年には 34．3％までウエイトを落
し，非国有，外資がウエイトを上昇させている。2005
年には，外資が最大ウエイトとなり，非国有が台頭し
ている。
2001年来の経済成長を牽引したのは，非国有（民
営）セクターの急成長とされている。2000年の「企業
法」の発効以来，民営企業の新規設立が急増してい
る。共同組合を含む非国有セクターによる工業生産額
の成長率は，20．3％を記録し，国有セクター12．7％，
外国投資セクター 12．1％の成長を上回っている。
各セクターが参入している主要工業製品であるバイ
ク，自動車，電機製品等の消費は，順調である5）。
2002年，自動車の売上は，企業購入を中心に，前年
比，38％増の 2万 6872台に達している。2002年，
2003年より自動車産業の部品の国産化比率を上げる
ことを目的とした自動車部品の輸入関税を引き上げる
図表 10 工業生産高セクター別構成比 （％）
1995年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年
国有 50.3 42.0 41.0 40.1 38.7 37.2 34.3 31.8
非国有 24.6 22.4 23.6 24.6 25.1 27.1 28.5 30.0
外資 25.1 35.5 35.4 35.3 36.2 35.7 37.2 38.2
出所：アジア経済研究所『アジア動向年報』各年版
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首相決定が発令されている。2003年 40％，2004年 70
％となるこの決定は，外資 11社からなるベトナム自
動車製造協会（VAMA）の反発をうけ，凍結されてい
る。ベトナムの自動車部品の国産化比率は，2～8％
程度である。
2003年は，自動車市場 6．3万台，国内生産者販売
台数 4．3万台，新車・中古車輸入 2万台，自動車の保
有台数は，約 68万台（2003）となっている。2004年
のホーチミン市の総登録台数は約25万7千台である。
2004年でも乗用車販売は 4万台程度で，ベトナムの
自動車産業の競争力は弱く，保護対象である。自動車
産業発展戦略が発表され，総公社 4社を主要な担い手
に商用車（バス・トラック）部門に重点的な投資を実
施する方針が出され，総公社構成企業による商用車へ
の投資が増大している。一方，24席以下の国産車に
対する特別消費税の優遇措置の段階的削減を決定，国
産車に対する税率を引き上げている。
2001年には，オートバイの販売が記録的に増加し
ている。前年の 156万台を大きく上回る 215万台の
オートバイが販売されている。中国部品を輸入し，組
み立てる地場企業が増加し，メーカー間の価格引き下
げ競争が生じている。60％の国産化率を守れていな
い企業に部品の輸入禁止措置を発動している。オート
バイの登録台数は，1，130万台（2003）にまで達して
おり，2004年のホーチミン市での総登録台数は，約
245万台（普及率 2．48人／台）となっている。
2004年，携帯電話の保有台数は約 140万台，エア
コン約 40万台，冷蔵庫約 80万台，コンピータ約 45
万台とされており，いずれも前年比 4～5割増の販売
拡大が確認されている。特に，ホーチミン市等でのそ
れらの普及率は，80～90％とされている。インター
ネット加入者は 228万人（利用者 771万人）で，電話
加入者（2003）は 8．3百万人（固定 59％，携帯 41％）
ということである。このように急拡大している耐久消
費財生産拡大の多くが，非国有セクターによって担わ
れている。
2．企業改革
（1）国有企業改革
企業レベルでも，様々な改革が，実施されてきてい
る。注目されるのは，まず，国有企業改革である。
1995年，「国有企業法」が，国会で採択されている。
「国有企業とは，国家の委託した経済・社会目標実現
のため，国家が投資し，設立し，管理し，経営もしく
は公益活動を行う組織」であり，国有企業には，利潤
追求を目的とする企業と公益企業の 2種類あるとされ
ている。具体的な形態として，独立した企業，総公社
（企業グループ），総公社を構成するグループ企業があ
げられている。そして，「若干の重要な企業において
政府は支配的株式所有権（50％以上）と特別株式所
有権（特定事項に対する決定権限）を行使するとして
いる。総公社は，1994年より設立が開始されてい
る6）。経済利益，技術，原料供給，販売等で密接な関
係を有する企業が連合して形成する組織であり，鉄
鋼，石油，繊維・衣料，食品，コーヒー，ゴム，タバ
コ，紙，海運，航空，通信，林業の 11部門で実現し
ている。目的は，資金調達の強化，国際競争力の確
保，技術革新，経営効率化等にあるが，必ずしも，大
規模化のメリットを生かすことにはなっていない。
1992年から国有企業の株式化が追求されていた
が，1997年までに，13社が実行したにすぎなかっ
た。1997年，経営効率の向上，タンス預金の活用・
国家の財政負担の削減，株主が発言権を持ち，企業長
の行動を規制し，汚職を減少するものとして，国有企
業の株式化の重要性が再確認され，1998年以降，国
有企業の株式化が進展している。だが，国有企業の 3
割以上が収益を見込めない状況にあり，金融部門はこ
うした国有企業への資金供給を求められ，大きなリス
クを負っていた。財政負担軽減，投資資金不足の解消
の他，金融部門の健全化のためにも国有企業改革，株
式化が活路とされ，98年までに，110社が株式化を進
めている。
他方，国有企業は，①幹部，従業員の改革に対する
抵抗，②資本不足，③資金確保のための担保不足，④
資本の効果的使用に対する経験不足，⑤需要を考慮し
ない生産体制，⑥非効率的な行政システム，⑦外国製
品に対する競争力のなさ，⑧熟練技術者の他セクター
への流出等深刻な諸問題を内包していた。そして，改
革により既得権益喪失を恐れる経営者，労働者の抵
抗，株式化の無理解，株式化の手続の非マニュワル
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化，株式化実施に必要な企業資産評価の困難，国有企
業はベトナム共産党の権力基盤であるが，自らの支配
体制を揺るがす可能性等が，株式化を阻んでいた。
1999年には，総公社の経済発展における主導的役
割，また，価格安定機能等国民経済に果たす指導的役
割や課題を確認しているが，独占体質と補助金体質
が，国有企業のこうした役割を阻止しているとの理解
が示されている。そして，経営管理評議会と国家財産
所有代表権の機能の明確化，総公社翼下企業間の財
務・技術面の緊密化を問題にしている。具体的に，①
91型（垂直統合型）の 17の総公社を強化し，工業化
の主力とする。②総公社翼下企業のリストラ，③総公
社発展のための制度・政策等の条件整備，④人材育
成，⑤上部機関の企業経営への介入の切断，⑥総公社
内の共産党組織建設強化，⑦内部団結，企業独自の文
化建設等強化策が提案されている。国有企業の株式化
プログラムの周知，株式化された企業の株式購入を促
し，総公社の強化と同時に非効率な小規模国有企業の
整理が進行している。資本規模 10億ドン以下の赤字
小企業の整理，中小国有企業の株式化促進，国有企業
再編・株式化支援基金の設立決定，国有企業の財務会
計管理規則改定，企業資産評価方法を実態に近づけて
の再編・統合の円滑化と矢継ぎ早に国有企業改革を提
示している。こうして，1999年末までに株式化を実
施した国有企業は 370社（目標 500社）に達し，2000
年には，約 5，300社が国有企業として登記されていた
が，数年間に国有企業数を半数以下とする抜本的な国
有企業のリストラ計画を立てていた7）。
2001年には，「国有企業改革の再編・活動刷新，及
び能率向上に関する決議」を採択している。従来のよ
うに民営化すべき企業数といった数値目標を掲示する
のではなく，国有企業を経営状態により，いくつかの
グループに分け，各グループごとに異なる改革を提案
している。政府が全額出資する必要のない企業の株式
化，国有企業の合理化，国有公社を親会社とするコン
グロマリットの設立，基幹産業や有望分野での国有企
業の発展，新設のための投資拡大等を計画している。
だが，2002年に株式化された国有企業数は，目標
を大幅に下回る約 150社であった。2002年末，国有
企業 5，175社のうち黒字企業は，約 3分の 2の 3，979
社にとどまっていた。依然として，中小国有企業内に
は，経営幹部を含む従業員の雇用不安，株式化後の経
営についての不安があり，抵抗勢力となっている。
AFTAスケジュール，関税引き下げに向け，政府は，
国有企業に競争力強化，経営効率改善を求めている
が，国有企業側は，競争環境変化に対する準備ができ
ていないと保護措置さえ主張してきた。
2003年，「国有企業法」の改正が可決され，「国有
企業は，国家により法定資本のすべてが所有される
か，あるいは，国家が支配的な株式を所有し，資本貢
献を行っている国家会社，株式会社，有限責任会社の
形式の下に組織される経済組織である。」と定義して
いる。明確に一つの経営主体として国有企業を位置付
けている。同年 6月には，4，274社の国有企業が存在
していたが，その約 6割の再編成が目指されている。
2003年，所有転換を終えた国有企業は 1，400社を越
え，かなりの国有企業の再編を進めているが，改革
は，計画通りには進行していない。
（2）民営企業改革
国有企業改革に加え，民営企業改革が進行してい
る。1990年には，「会社法」が制定され，この法律に
準拠して民営企業が活動してきた。1999年，国会で
国有企業の活性化と民間企業活動の促進を目指す「企
業法」（有限責任会社・株式会社・合名会社・民間企
業，有限責任会社・株式会社に移行した国有企業・政
治組織，政治社会組織の企業を対象とする）が，承認
されている（2000年施行）。民営企業は，それまで，
土地利用，資金調達等で差別化されていたが，国有企
業と民営企業とが，対等に競争できる環境が制度化さ
れている。新「企業法」は，民営企業，所有形態を転
換した国有企業等を対象とする統一「企業法」の性格
を有する。払込資本規制の緩和，株式会社制度の近代
化，新しい企業形態として独資有限会社，パートナー
シップが制定されている。「企業法」の施行により，
特に，企業設立手続が大幅に簡素化されている8）。許
認可書類が減り，一部の企業登録が，国でなく郡や県
レベルで可能になっている。土地管理，運輸交通，科
学技術等 27業種の営業免許制度を廃止，34業種の認
可を簡素化する通達が出されている。生産やビジネス
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の障害を取り除く規制緩和や制度改革が進行してお
り，中央経済管理研究所（CIEM）は，2000年 12月
までに，1万 3500社の新規企業が設立されたと報告
している9）。集団経営の持続的な刷新，発展，能率向
上，私的経営（個人，小事業主経営と私的資本主義経
営を含む）の発展条件創出のための継続的な制度，政
策刷新と奨励策が展開されている。2001年には 1万
8000社の新設，2002年にも，民営企業の設立ラッ
シュがあり，年間，約 2万 2000社が新規に設立され
ている。2003年 9月段階で，企業法施行以来，4年間
に 7万 2601企業が新設され，1991～99年に設立され
た企業数を 2万 5000以上上回っている。雇用創出約
は約 200万人，新規，補充された登録資本は約 95億
ドルに上っている。
他方，準備期間に 8年を要したホーチミン証券取引
所が，2000年に営業を開始している。当初 2社，2000
年末，5社の上場にとどまったが，その後，徐々に増
加している。ハノイ証券取引所開設も進行している。
また，2004年，国会は「破産法」を可決してい
る。実質的破綻企業に対する破産処理にかんする実施
手続を具体化している。同年，企業間の公正な競争を
確保する目的で「競争法」が国会で決議されている。
競争を制限する行為，不健全な競争行為，競争に反す
る行為への対処を法制化している。「競争法」の制定
により，国有企業も特別待遇が受けづらくなってい
る。国内企業の競争力強化を政策課題とし，以上のよ
うな法整備を進め，国有企業改革，民営企業改革が推
進されている。
（3）中小企業の役割
そうした枠内で中小企業の役割が，再確認されてい
る。ベトナムにおいては，一部の国有企業を除いて，
また，急成長した民営企業の台頭が認められるが，過
半は，資本金 10万 US＄以下，従業員 300人以下と
定義される中小企業であり，次の役割を果たすものと
されている。①雇用の場を提供する。②人民の資本の
活用・投資機会の確保，③農業生産物の有効活用，④
人材育成，人材供給源等である。
ただ，問題点も少なくなく，①小さい資本規模によ
る投資の限界，②時代遅れの機械と競争力劣位，③未
熟練労働者，低技能，④未成熟な経営管理，⑤国際
的，先端的経験不足，⑥資本獲得，特に，長期資本獲
得の困難性（銀行が相手にしないか，非常な高金利，
銀行融資，80％大企業向け，中小企業 20％）等の問
題が指摘されている。
したがって，①アメリカ，ドイツ等外国からの資本
獲得，②専門家の確保，管理能力のある人材の育成
と確保，マーケテイング，財務等担当の専門家育
成，確保，技術者，技能者の育成確保（ベトナムで
は，90％が未熟練労働者であり，専門家の育成，確
保が課題），③新鋭技術の導入―陳腐化した技術での生
産の見直し，④貿易促進，WTOへの参加を直視し，
国際市場に参加していくための体制整備，IT化の促
進等が課題とされた。
具体的に，今後 20万の会社を設立し，雇用を拡大
し，農村，農業の近代化，アジアの 30億の人口を対
象とした農業のあり方を模索する中で，中小企業が中
核的役割を担う方途が検討されている。
 むすび
石油や軽工業製品を輸出し，外資を導入し，また，
民営企業の台頭が，21世紀のベトナムの高経済成長
の主軸となってきた。今後とも，このような体制が持
続するのかどうかであるが，GDP全体の規模が小さ
く，これまでの経済成長を支えてきた諸条件に大きな
変化が生じない限り，楽観的な予測が許されるであろ
う。だが，石油はともかく，WTOに加盟し，低賃金
に依存した軽工業製品に大きな貢献を期待し続けるこ
とは困難であろう。これまでのようなテンポと形態で
対米，対日輸出は持続しないであろう。外国資本は，
ベトナム市場の拡大，低賃金等魅力的な条件が存在す
る限り，進出を継続するかもしれない。しかし，賃金
は上昇傾向にあり，また，国内経済と隔離した外国資
本の進出効果には限界がある。対内直接投資の無原則
な受入は，ベトナムの自立的産業発展を阻害する可能
性が大である。さらに，民営企業の増大は，一時的な
活況を生み出すことになっているが，会社数の拡大の
みでは，国際的な競争を戦えない。こうした意味で，
1996年の「2020年までに工業国入りを目指す」とい
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う政策課題の発表は，適切なものであった。本稿にお
いても，ベトナムが工業化を目指し，農業の工業化，
工業国化，市場経済化に対処しつつあることを確認し
てきた。ベトナムにとって，工業化の推進は，不可避
的な課題であり，農業を中心に，農業から工業へ，軽
工業から重工業，ハイテクへと大きくバランスを崩す
ことなく，成長を持続し，徐々に産業構造を転換して
きている。
しかし，それ以上に，東北アジアにおいては，日
本，中国，韓国の間で，21世紀においては，日中韓
のハイテク国際分業連携といった体制が形成されてい
る。三者の間での，機械類（HS84），電機機器類
（HS85）の輸出入額が最大ウエイトを占めるように
なっている。三者間の貿易が，量的に拡大しているだ
けでなく，韓国や中国の急速な工業化の結果，機械分
野での相互依存関係が密接なものとなっている。この
分野で，日本は韓国に，韓国は中国に，中国は日本に
貿易黒字となっている10）。そして，日本が，高度技術
分野を担い，韓国が比較的大量生産領域を得意とし，
中国が大量の労働力を活用した労働集約的な生産領域
に対処していくという傾向が認められる。三者の比較
優位を生かしながらの補完関係，安定した体制が構築
されつつある。
ベトナムは，グローバリゼーションの進展，日中韓
ハイテクリンケージの強化を内実とする国際分業体制
に挑まねばならないのである。厳しい国際環境の下
で，産業構造転換，高度化を進め，国際競争力を有す
る企業を育成し，自立的で安定した産業発展を実現せ
ねばならない状況に追い込まれている。有力な企業を
育成し，工業化を進め，貿易構造を高度化し，外国資
本の進出を内発的発展の基盤としていけるだけの体制
が構築されねばならない。既存の体制は，外圧から
も，内発的にも，変革を迫られており，ベトナムの産
業，企業は，大きな転換点に直面しているのである。
もちろん，厳しい状況にあるが，産業発展の可能性
が存在しないわけではなく，可能性が厳しく追究され
ている。外資と貿易への対外依存，ハイテク化をも含
めたマルチ経済セクターの拡大，人的資源の育成と
いったベトナム経済の骨格が，変革されようとしてい
る。第一に，韓国でも，中国でもないベトナム独自の
活路が，マルチ経済セクターの拡充として具現しつつ
ある。物まねでだけで，他の国に先行することことな
どはできない。その意味で，アジアの東西南北ベルト
の結節点といった地政学的位置，石油資源，食糧生産
等ベトナムの優位性，ベトナムの特徴を生かす方途の
開拓が示されている。第二に，教育の充実，意欲的で
低コストの労働力といったベトナムにおける人的資源
の活用，もしくは人材育成に活路が求まられている。
現場のワーカーと特殊な才能を有する人材の両面での
人材育成が課題である。日系企業も，単に，低賃金指
向というだけでなく，ソフトやサービス事業において
現地の人的資源を活用しようとしている。第三に，後
発者利得の活用という点がある。WTOに加盟した以
上，グローバリゼイションの進展との対決を試みねば
ならない。先進国市場へのアプローチを試み，多国籍
企業との多様なリンケージを構築し，また，外国資本
の必要とする製品や部品の生産が課題とされている。
ベトナム商工会議所は，基盤産業，企業を積極的に育
成しようとしている。内発的発展の可能性を予知させ
る。また，中古機械の導入にも積極的であるが，急速
な技術の陳腐化，また，特許の期限切れ等にも支援さ
れ，後発者に有利な条件が存在している。退職技術者
の雇用や場合によっては，意義あるM＆Aの可能性
さえある。他方，多国籍企業に翻弄されるだけでな
く，ASEAN市場に活路を求めたり，ASEAN諸国な
いし ASEANの企業との連携が模索されている。二輪
車や農機具，従来型の電機製品に関しては，現地企業
が，生産能力を拡大し，ICT化を進め，まず，
ASEAN市場に進出しようとしている。
ベトナムにおいては，急激な産業再編成が生起して
いるわけではないが，産業構造の再編は不可避であ
り，また，確実に進行している。厳しい国際環境下に
あり，楽観視はできないが，ベトナムの産業発展と企
業の改革が，多様性と迅速性において特殊で積極的展
開をしようとしている。
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